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石川県小松市工業団地１丁目７２番地

取締役経理部長

鈴木裕文 (0761)21-3131       
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(1)経営成績

1 . )

11年9月中間期

10年9月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )

( )

営業利益

百万円 ％

( )

( )

経常利益

百万円 ％

( )

( )

11年9月中間期
10年9月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )

( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

11年9月中間期

10年9月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2 .

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

1 2 3

11 9

12 3

月 日11 10 28

平成 年 月 日11 10 28

年 月11 4 1 日～平成 年 月 日11 9 30

39 21

39 86

1,583 03

1,512 89

( ～ )平成 年 月 日11 4 1 平成 年 月 日12 3 31

51

有 無

                                                                        （百万円未満切捨）

(注)業績予想につきましては、税効果会計を適用しております。

中間配当支払開始日 平成 年 月 日11 12 10

中間配当制度の有無 有 無

11年9月中間期
10年9月中間期

   3.中間財務諸表規則の一部改正に伴い、平成10年9月中間期についても改正後の表示区分に組替えております。

(2)配当状況

11年9月中間期

10年9月中間期

1株当たり
中間配当金

10 00

10 00

(注)

特別配当

0 00

0 00

11年9月中間期配当金の内訳

10,903,240 株

株
（額面株式 １単位の株式数 ５００株）

3.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

0019,500
百万円

経常利益

1,767
百万円

00

当期純利益

976
百万円

10,903,240

19,032 1,579 1,63511年3月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

88411年3月期 81 10

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

10,903,240 株11年3月期

円 銭22 00

1株当たり
年間配当金

11年3月期

記念配当

22,268 16,836 75.611年3月期 1,544 17

1.期末発行済株式数

11年9月中間期

10年9月中間期

(注)

11年3月期 株10,903,240

12年3月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札
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円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭
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経 営 方 針

当社は、従来より、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の

要請に即して、設計から製造、施工、サービスまでの一貫システムをもって、逐次顧客ニーズの多様化

に応える形で様々な新製品を社会に送り出し高い評価を得てまいりましたが、さらに今後とも、新製品

の開発、サービスの向上を通じて業容の拡大を実現し、株主・取引先・社員との共存共栄をはかって社

会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動してまいります。

利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主各位への配当を充実させる一方、

将来へ向かっての企業体質の強化、および業容の拡大に備えての設備投資のため、内部留保を充実する

こととしておりますが、内部留保につきましては、業界内部における競争激化に対処し、今まで以上に

コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益の向上を通じ

て株主の皆様に還元できるものと考えております。

また、経営の基本方針に基づく具体的な取組みとしては、以下のとおりであります。

①当社は、平成１１年３月に、設計、開発、製造に加え、営業、施工を含む広範囲な部門において、

品質保証の国際規格である「ＩＳＯ９００１」の認証を取得するなど、顧客ニーズに応えるべく企

業体制の強化を推進しております。

②当社は、高齢化社会に対応した福祉厚生施設関連を重点開発分野と位置づけ、経営資源を投入して、

積極的に製品開発活動・販売促進活動を展開しております。

③当社は、販売管理体制の強化をねらいとして、本社および販売拠点間の情報インフラの整備に取組

んでおります。また受注量の確保を目指して販売体制の強化に努めており、そのため、全国の販売

会社のうち重要な会社は子会社化し、さらに販売子会社は吸収合併して営業所に改組する方向で整

備を進めております。

経 営 成 績

（１）当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、堅調な株価やアジア各国への輸出の回復を背景として、財政・金融政策面

からの下支えの継続、ならびにリストラによる企業の利益率向上等により、企業の景況感は改善傾向を

維持したまま推移いたしました。

その一方で、間仕切業界におきましては、過剰雇用と過剰設備の調整というリストラ圧力による民間

設備投資の減少により、間仕切の需要も減少し、厳しい経営環境となりました。

このような情勢のなかで、当社は積極的にコスト削減に努めるとともに、今後の需要拡大が見込まれ

る福祉厚生施設向けの製品を中心として積極的な営業展開に取組んでまいりました結果、当中間期は、

売上高９０億２１百万円（前年同期比０.７％減）、経常利益８億９百万円（前年同期比１.８％増）、中

間純利益４億２７百万円（前年同期比１.６％減）となりました。

当中間期の配当金につきましては、１０月２８日開催の取締役会におきまして、前期と同額の１株当

たり１０円と決めさせていただきました。
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品目別の状況につきましては、民間設備投資の減少から、オフィスビル関連の品目（可動間仕切、ト

イレブース、ロー間仕切）は減少し、また移動間仕切は竣工時期の延期等により当中間期の売上高は前

年同期比で減少いたしました。その一方で、高齢化社会に対応した福祉厚生施設向けの製品である軽量

ドアを中心とした固定間仕切、ならびに庁舎等の公共物件を中心に、壁面化粧パネル等（その他）は堅

調に推移いたしました。

なお、当社は、平成１１年７月１日付けで子会社である小松ウオール京都販売株式会社を吸収合併し

て京都営業所に改組するとともに、平成１１年５月１９日をもって小松ウオール中国販売株式会社を、

また平成１１年９月２２日をもって小松ウオール北海道販売株式会社を、１００％子会社化いたしてお

ります。

（２）通期の見通し

下期につきましては、景気の回復状況はまだ不安定な状態にあり、為替の動向には注意が必要であり、

また雇用・設備の両面での調整圧力は引き続いて残るものと思われますが、このような経営環境に対処

するため、当社といたしましては、なお一層、製品の研究・開発に努め、企業体質の強化と業績の向上

に邁進する所存であります。

これらにより、通期の業績予想としましては、売上高１９５億円、経常利益１７億６７百万円、当期

純利益９億７６百万円を見込んでおります。

なお、当社は、平成１１年１０月２８日の取締役会において、平成１２年４月１日を合併期日として、

子会社である小松ウオール中国販売株式会社と合併し、同社の資産、負債および権利義務の一切を引き

継ぐ旨決議しており、同地においては広島営業所を開設して同年４月１日より営業を行う予定でありま

す。

コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等について

当社では、平成１１年４月に担当役員を責任者として、「コンピュータ西暦２０００年問題対応体制」

を組織し、西暦２０００年問題全般にわたる計画と具体的な対応方法を策定し実行しております。

当社の情報システムのうち、設計、製造、物流業務に関わるものについてはホストコンピュータの入

替えおよびプログラムの修正を行い、平成１１年８月に総合テストを実施して対応を完了しております。

販売管理システムにつきましては、システムの再構築を行っており西暦２０００年問題についても、平

成１１年８月に総合テストを実施して対応を完了しております。ＯＡ機器関係全体を支えるＯＡ情報シ

ステムについても、影響調査を完了しており、現在、更新作業を終了して対応は完了しております。

また、各取引先に対しては、当社の製造及び販売に及ぼす影響について調査、検証を実施し、当社の

業務の遂行に今のところ問題がないことを確認しております。

さらに、前述の「コンピュータ西暦２０００年問題対応体制」の中で、十分なリスク分析とリスクの

軽減・回避対策を行うとともに、万一の情報システムや生産設備等のトラブルをはじめ不測の事態が発

生した場合に備え、危機管理計画を策定しております。
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比　較　貸　借　対　照　表

（百万円未満切捨）

当 中 間 期 前年中間期 増 減 金 額 前　　期期　別

科　目 (平成１１年９月３０日現在) (平成１０年９月３０日現在) （△印は減） (平成１１年３月３１日現在)

（資　産　の　部） 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　資　産 １３，７６４ １４，５８８ △　８２３ １４，７２３

　現 金 及 び 預 金         ５，１３６ ５，５８７ △　４５１ ５，２６３

　受 取 手 形         ３，７２６ ３，９５６ △　２３０ ３，９９３

　売　　　掛　　　金 ２，６４９ ２，７３１ △　８２ ３，２２２

　有 価 証 券         ４１８ ３８６ ３１ ４８１

　棚 卸 資 産         １，６４４ １，４５９ １８５ １，５１０

　そ　　　の　　　他 ２２１ ５０８ △　２８６ ２９７

　貸 倒 引 当 金         △　３０ △　４１ １０ △　４６

　

固　定　資　産 ７，６０７ ７，４８８ １１８ ７，５４４

　有 形 固 定 資 産         ４，３２６ ４，４３４ △　１０８ ４，４３０

　　建　　　　　　物 １，５０２ １，５７０ △　６７ １，５４４

　　土　　　　　　地 ２，２６６ ２，２６６ － ２，２６６

　　そ　　 の 　　他 ５５７ ５９７ △　４０ ６１９

　

　無 形 固 定 資 産         ２４２ １６ ２２５ １６

　投 資 そ の 他 の 資 産         ３，０３８ ３，０３７ ０ ３，０９７

　　保 険 積 立 金        １，９３４ １，７３９ １９４ １，８５６

　　そ の 他        １，２３３ １，３７７ △　１４４ １，３２６

　　貸 倒 引 当 金        △　１２９ △　８０ △　４９ △　８５

資 産 合 計         ２１，３７２ ２２，０７７ △　７０５ ２２，２６８
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当 中 間 期 前年中間期 増 減 金 額 前　　期期　別

科　目 (平成１１年９月３０日現在) (平成１０年９月３０日現在) （△印は減） (平成１１年３月３１日現在)

（負　債　の　部） 百万円 百万円 百万円 百万円

流　動　負　債 ４，１１１ ５，５７９ △　１，４６７ ５，４３２

　支 払 手 形 １，６６３ ２，６７９ △　１，０１５ ３，０００

　買 掛 金 １，０８３ １，０７３ １０ １，３２７

　短 期 借 入 金 － ５４６ △　５４６ 　－

　未 払 金 ３７０ ３５４ １６ ４２４

　未 払 法 人 税 等 ３９１ ３５１ ３９ １６６

　賞 与 引 当 金 ２６８ ２８０ △　１２ ２３５

　そ の 他 ３３４ ２９４ ３９ ２７８

固　定　負　債 － ２ △　２ －

　 長 期 預 り 保 証 金 － ２ △　２ －

負　債　合　計 ４，１１１ ５，５８１ △　１，４６９ ５，４３２

（資　本　の　部）

資　　本　　金 ３，０９９ ３，０９９ － ３，０９９

資 本 準 備 金       ３，０３１ ３，０３１ － ３，０３１

利 益 準 備 金       ２３９ ２０８ ３０ ２１９

その他の剰余金 １０，８８８ １０，１５４ ７３３ １０，４８５

　任 意 積 立 金 １０，３３８ ９，５７４ ７６４ ９，５７４

　中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 ５５０ ５８０ △　３０ ９１０

　

資 本 合 計 １７，２６０ １６，４９５ ７６４ １６，８３６

負 債 資 本 合 計 ２１，３７２ ２２，０７７ △　７０５ ２２，２６８

（注）中間財務諸表規則の一部改正に伴い、「未払法人税等」は前年中間期についても改正後の表示

区分に組み替えております。
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比　較　損　益　計　算　書

（百万円未満切捨）

当 中 間 期      前年中間期      増 減 金 額      前　　　　期

自 平 成 １ １年 ４ 月 １ 日         自 平 成 １ ０年 ４ 月 １ 日         自 平 成 １ ０年 ４ 月 １ 日         

期　　別

科　　目 至 平 成 １ １年 ９ 月３ ０ 日         至 平 成 １ ０年 ９ 月３ ０ 日         
(△印は減)

至 平 成 １ １年 ３ 月３ １ 日         

売　　上　　高 ９，０２１ ９，０８８ △　６６ １９，０３２

売　上　原　価 ６，１８９ ６，２０３ △　１４ １３，２０２

　売 上 総 利 益 ２，８３２ ２，８８４ △　５２ ５，８３０

販売費及び一般管理費 ２，１１４ ２，０８０ ３４ ４，２５０

　営 業 利 益 ７１７ ８０３ △　８６ １，５７９

営 業 外 収 益       ９７ ９１ ６ １７４

　受 取 利 息 １９ ２１ △　１ ４２

　そ の 他 ７８ ７０ ８ １３１

営 業 外 費 用       ６ １００ △　９４ １１８

　支払利息及び割引料 － ７ △　７ ９

　有 価 証 券 評 価 損 ３ ７７ △　７３ ５９

　有 価 証 券 売 却 損 － － － ４２

　そ の 他 ２ １５ △　１３ ６

　経　常　利　益 ８０９ ７９４ １４ １，６３５

　特　別　利　益 ２５ － ２５

　特　別　損　失 ０ ０ △　０ ２１

税 引 前 中 間 ( 当 期) 純 利 益 ８３４ ７９３ ４０ １，６１３

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ４０７ ３５９ ４８ ７２９

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ４２７ ４３４ △　７ ８８４

前 期 繰 越 利 益 １２２ １４６ △　２３ １４６

中 間 配 当 金 － － － １０８

利 益 準 備 金 積 立 額 － － － １０

中間( 当 期) 未 処 分 利 益 ５５０ ５８０ △　３０ ９１０

（注）中間財務諸表規則の一部改正に伴い、「法人税、住民税及び事業税」は前年中間期についても

改正後の表示区分に組み替えております。
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続きと異なる会計処理の基準

（１）減価償却費の計上方法

中間会計期間末の減価償却資産に係る年間償却見積額を期間に基づき配分して計上しております。

（２）法人税等の計上方法

中間会計期間を一事業年度とみなして算定した課税所得に対応する税額を計上しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品及び未成工事　　　　　個別法による原価法

原　材　料　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

貯　蔵　品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

３．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券　　　　移動平均法による洗替え低価法

その他の有価証券　　　　　　　　　移動平均法による原価法

４．有形固定資産の減価償却の方法

法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法によっております。

ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）については定額法によっております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

７．その他

前期まで有形固定資産の「その他」（建設仮勘定）及び投資その他の資産の「その他」（長期前払

費用）に計上していた自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号　平成１１年３月３１日）

の適用により、表示については有形固定資産の「その他」及び投資その他の資産の「その他」から

無形固定資産に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。



－８－

 （注記事項）

 
＜貸借対照表関係＞　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　　　前年中間期　　　　　前　　　期

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

 １．有形固定資産の減価償却累計額　　３，７４６　　　　　３，５３５　　　　　３，６４１

 ２．自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　５４　　　　　　　　　０

 （株数）　　　　　　　　　　　（　　３１６株）　（３６，１１６株）　（　　　２５６株）
 
＜損益計算書関係＞

「法人税、住民税及び事業税」に含まれる事業税　８３　　　　　　　　７１　　　　　　　１４４

 
＜リース取引関係＞

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記
 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額

 （百万円未満切捨）

 機械及び  工具器具
 期　　別

 資　産

 種　類  装　　置  備　　品
 その他  計

  取 得 価 額 相 当 額           ３６６  ４４８  －  ８１４

 平成１１年９月中間期          減価償却累計額相当額  ２００  ２４６  －  ４４６

  期 末 残 高 相 当 額           １６６  ２０１  －  ３６７

  取 得 価 額 相 当 額           ８８４  ３４７  ３  １，２３５

 平成１０年９月中間期          減価償却累計額相当額  ６３１  １８２  ２  ８１６

  期 末 残 高 相 当 額           ２５３  １６５  ０  ４１８

  取 得 価 額 相 当 額           ３８０  ４５２  －  ８３２

 平成１１年３月期          減価償却累計額相当額  １８７  ２２９  －  ４１６

  期 末 残 高 相 当 額           １９３  ２２２  －  ４１６

 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　　　前年中間期　　　　　前　　　期

２．未経過リース料期末残高相当額 　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

 　　　　　　　　　１年以内 　　　　　　　１４９　　　　　　　１７４　　　　　　　１５２

 　　　　　　　　　１ 年 超 　　　　　　　２３３　　　　　　　２６５　　　　　　　２７８

 　　　　　　　　　合　　計 　　　　　　　３８２　　　　　　　４４０　　　　　　　４３１

 　　　　　　　　　　　　　　　　　

３． 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　支 払 リ ー ス 料          　　　　　　　９１　　　　　　　１２７　　　　　　　２６０

　　　　　減価償却費相当額          　　　　　　　８２　　　　　　　１０９　　　　　　　２２６

　　　　　支 払 利 息 相 当 額          　　　　　　　　８　　　　　　　　　９　　　　　　　　２０

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　　減価償却費相当額　・・・　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　よっております。

　　　　　利 息 相 当 額        　・・・　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　っております。   



－９－

＜有価証券の時価等関係＞

（百万円未満切捨）

当 中 間 期       前 年 中 間 期       前　　　　　期

（ 平 成１１年９月３０日現在）            （ 平 成１０年９月３０日現在）            （ 平 成１１年３月３１日現在）            

期別

種類
中間貸借対
照表計上額 時　価 評価損益

中間貸借対
照表計上額 時　価 評価損益

貸借対照表
計上額 時　価 評価損益

（１）流動資産

に属するもの

株　　式 １１８ １４６ ２７ １０１ ６９ △３２ １０２ １０２ ０

債　　券 １０９ １１２ ３ １０９ １０８ △　１ １０９ １１２ ２

そ の 他    １７９ １８５ ６ ２１７ ２０５ △１１ ２５９ ２５９ △　０

小　計 ４０８ ４４４ ３６ ４２９ ３８３ △４５ ４７１ ４７４ ２

（２）固定資産

に属するもの

株　　式 ２７２ ２７５ ２ ３３４ ３３７ ３ ２９２ ２９５ ３

債　　券 － － － － － － － － －

そ の 他    － － － － － － － － －

小　計 ２７２ ２７５ ２ ３３４ ３３７ ３ ２９２ ２９５ ３

合　計 ６８１ ７２０ ３９ ７６３ ７２１ △４２ ７６４ ７７０ ５

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　①　上場有価証券……………主に東京証券取引所の最終価格

　　　　②　店頭売買有価証券………日本証券業協会の公表売買価格

　　　　③　非上場の証券投資信託…基準価格

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期　　　前年中間期　　　　前　　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　百万円　　　　　百万円

　　　流動資産に　　クローズド期間内の

　　　属するもの　　証券投資信託の受益証券　　　　　　　－　　　　　　　１　　　　　　　－

　　　　　　　　　中期国債ファンド　　　　　　　　　　１０　　　　　　１０　　　　　　１０

　　　固定資産に　　非上場株式　　　　　　　　　　　　３０３　　　　　３０５　　　　　２９１

　　　属するもの　（店頭売買株式を除く）

３．流動資産の株式には自己株式を含んでおります。

なお、評価損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期　　　前年中間期　　　　前　　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　百万円　　　　　百万円

　　　流動資産に属するもの 　　　　　　　　　　　△　０　　　　　△２９　　　　 △　０

　

＜デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益＞

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。



－１０－

品 目 別 売 上 高 明 細 書

（百万円未満切捨）

当 中 間 期     前年中間期 前　　　期

自平成１１年４月　１日

至平成１１年９月３０日

自平成１０年４月　１日

至平成１０年９月３０日

自平成１０年４月　１日

至平成１１年３月３１日

期　別

 
品　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ３，５６０ ３９．５ ３，６５５ ４０．２ ７，６８６ ４０．４

トイレブース １，３５２ １５．０ １，４４８ １５．９ ３，２３６ １７．０

移 動 間 仕 切 １，４０１ １５．５ １，５９１ １７．５ ２，８９８ １５．２

固 定 間 仕 切 ８６４ ９．６ ７６９ ８．５ １，６１５ ８．５

ロ ー 間 仕 切 ７６０ ８．４ ７７３ ８．５ １，５１８ ８．０

そ の 他 １，０８２ １２．０ ８５０ ９．４ ２，０７６ １０．９

合　　　計 ９，０２１ １００．０ ９，０８８ １００．０ １９，０３２ １００．０

品目別受注高および受注残高

（百万円未満切捨）

当 中 間 期     前年中間期 前　　　期

自平成１１年４月　１日

至平成１１年９月３０日

自平成１０年４月　１日

至平成１０年９月３０日

自平成１０年４月　１日

至平成１１年３月３１日

期　別

項　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ２，８１３ ２９．７ ２，９３１ ３３．５ ５，３５９ ３２．７

トイレブース １，７７１ １８．７ １，６４５ １８．８ ３，２６０ １９．９

移 動 間 仕 切 １，７８２ １８．８ １，５０９ １７．２ ２，８８１ １７．６

固 定 間 仕 切 １，６０４ １６．９ ８５２ ９．７ １，６９９ １０．４

ロ ー 間 仕 切 ６００ ６．３ ６７８ ７．７ １，２４３ ７．６

受

注

高

 
 
 
 
 
 

そ の 他 ９１１ ９．６ １，１４５ １３．１ １，９２５ １１．８

合　　　　　計 ９，４８１ １００．０ ８，７６２ １００．０ １６，３６９ １００．０

可 動 間 仕 切 ２，１１７ ２８．３ ２，２３８ ３２．６ １，７０９ ２９．９

トイレブース １，２４９ １６．７ １，００２ １４．６ ８２９ １４．５

移 動 間 仕 切 １，９６９ ２６．３ １，５２５ ２２．２ １，５８８ ２７．７

固 定 間 仕 切 １，４７４ １９．７ ７３４ １０．７ ７３４ １２．８

ロ ー 間 仕 切 ５３ ０．７ １２３ １．８ ６７ １．２

受

注

残

高

 
 
 
 
 
 

そ の 他 ６２７ ８．３ １，２４２ １８．１ ７９８ １３．９

合　　　　　計 ７，４９１ １００．０ ６，８６７ １００．０ ５，７２８ １００．０

（注）可動間仕切、ロー間仕切のうち、一部の製品については見込生産を行っておりますので、記

      載より除外しております。


